
恵那市の耐震化の現状と課題
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確認・検討事項

恵那市建設部建築住宅課
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8/6 第1回
• 目的と課題の確認
• 啓発活動の方針の確認
• 補助制度の方針の確認

• 新工法の調査・普及の方
針の確認

9月中旬予定 第2回
• 8月末の啓発活動の報告

• 補助制度の詳細内容の検
討

• 新工法の調査・普及の進
捗状況の確認

10月下旬予定 第3回
• 補助制度の最終案の確認
及び調整

• 新工法の調査・普及活動
の具体的方針の検討

• 次年度の予定の確認
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【恵那市住宅耐震化促進検討委員会設置要綱】

第１条

地震による家屋の倒壊を未然に防ぐ耐震化を促
進し、安心、安全及び良好な住環境を整備していく
ため、恵那市住宅耐震化促進検討委員会を設置
する。

•住宅耐震化率向上に係る施策

•地震発生時に住宅倒壊から身を守るための施策

１．目的
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２．恵那市の建築物耐震化率
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• 住宅耐震化率（5年ごとに算定）：69.2％（平成30年度）
（旧耐震：S56.5.31以前の住宅）

旧耐震＋耐震不十分

旧耐震
（高い耐震性）

旧耐震
（耐震改修）

新耐震（11,555戸）



３．全国・他市との比較
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【県内各市の耐震化率】

岐阜県83.0％
恵那市69.2％

→全国平均・県平均と比べてかなり低い。



４．これまでの取組み
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【啓発活動】

• ローラー作戦

地域を決め、平日の昼間に旧耐震と思わ
れる住宅に対して無料耐震診断の案内を
行う。

• 出前講座・相談会・イベント参加

申出があった場合に講座の開催やブース
の設置を行う。

• チラシ配布

地域の会議にチラシを配布。

• DM・広報

市民メールや広報えなで掲載。



４．これまでの取組み
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【啓発活動（ローラー作戦）】

•市職員のみで対応（専門家無し）

•職員の目視で住宅を判断

•平日昼訪問（ほとんどが不在）

耐震診断
申込件数

訪問数（H22～R6）

381818合計

訪問しても、２％しか耐震診断を申し込まない！

従来の訪問やポスティングのみでは効果が期待できない。



４．これまでの取組み
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【恵那市の建築物耐震化補助メニュー】

• 木造住宅無料耐震診断

• 木造住宅耐震改修工事費補助金

補助額：対象工事費の７割、上限140万円

• 建築物耐震診断費補助金

補助額：耐震診断費の2/3



４．これまでの取組み
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改修

耐震
診断

年度

41452R1以前

47R2

112R3

018R4

014R5

327
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(7月末）

49530合計

無料化

東日本大震災

熊本地震

能登半島
地震

【耐震補助メニュー申込件数推移】

診断：ニュースで話題になると申込が急増。
改修：耐震診断から結びつかない。



５．課題
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【恵那市の課題】（啓発活動で聞かれた声）

• 大地震が起きていない→ １．自分の家は安全と思い込む

• 声が届いていない → １．耐震化に無関心

• やりたいときにできない→ ２．工事に踏み切れない

• そもそも工事費が高い → ３．持ち出しも高額になる

• 大きな家ほど → ３．工事費が高額

１．従来の啓発活動では効果が薄い

２．補助制度が使いにくい・選択肢が少ない

３．工事費が高額になる



６．目標
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•効率的かつ効果の高い啓発活動

•選択肢が多く、使いやすい補助制度

•安価な耐震化工法の普及

【施策の目標】

・地震災害時の市民の安全を確保する。

・耐震改修補助金申請件数を毎年５件程度にする。


